



Review of collection rate index
in Taxation and empirical analyses
from the root causes of the collection rate
di®erences among local government.
from questionnaires and investigation 　
of the actual conditions.
林　　　智　子¤¤ 　
Recently, the deterioration in the local taxation collection rate
has become a problem, and the collection rate di®erences of municipal
taxation is also being given attention. In order to prevent an increase
in non-payment, each municipal body has made moves to signi¯cantly
strengthen the collection procedure. However, the collection rate index
is also a problem as to whether the current collection rate index gives
us an accurate understanding of the collection situation.
In this paper, the problem of the collection rate index is considered,
it proposes a new collection rate index, and evaluates it.
Tomoko Hayashi
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徴収率の現状について概観する。図 1は 1990年度から 2007年度まで全国
市町村税徴収率の推移を表している。徴収率は 1990年度の 96.3%から 2000



















































表 1 　全国自治体の徴収率比較（全国 689 市　 2005 年）
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2) 地方税法第 15 条の 7
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　　 Rt0：Q0 に対する t年度後の徴収累積額（t · 4）
























































































































































































10) 『市町村決算状況調べ』地方財務協会　 2006 年版　 6 頁
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費に占める人件費割合は総務省資料より。⑦その他、第 1 次産業比率、第 2 次産業比率は『市
町村別決算状況調べ』地方財務協会よりデータを取得している。
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15) 人口別税収比率（2006 年度決算額）『要説固定資産税』平成 18 年度版　固定資産税務研究会編
　 9 頁
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表 1 　現年度課税分徴収率の決定要因分析結果
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産税は特別徴収ではなく普通徴収であることから、給与所得者数の割合は、所
得の安定性が影響していると考えられる。同時に③就業者に対する失業者割合
の高い自治体では徴収率が低くなることが示されており、納税者の所得要因が
徴収率に大きく影響していることがわかる。全用途平均地価についても有意な
結果を得ており、仮説が説明できていると考える。⑦で産業構造に第 2次産業
比率を使用し、商業地による地域特性と都市化による所得水準の高さにより徴
収率が高くなると仮定したが、同様に都市化されている地域ほど徴収率が高く
なっていることがうかがえる。
⑤償却資産 1件当たり税収については、税務調査を経ないでも納税される納
税者意識の高さと、事業者の経営状況が納税行動に影響を及ぼすと見られる。
償却資産税収が高い自治体には、経営成績の良い大企業が存在する可能性が高
く、納税されやすい要因の 1つとなっている可能性があるといえる。⑥の固定
資産税徴税費に占める人件費割合が有意であることから、現年度課税分徴収率
についても、職員数の経験年数の高さが徴収率上昇に有意な結果を得た。
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